
○ 令和７年４月の沖縄振興拡大会議において、県内離島・過疎地域における持続可能な行政サービスのあり方に
ついて議論し、離島以外の市町村も含めた市町村と県との意見交換の場を設置することが決定されたことを踏まえ、
「持続可能な行政サービスのあり方に関する検討会」を設置。

○ 総務省の「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会」の報告書（令和７年６月）も踏まえ、人口減少
下において、地域の担い手を含めた資源の不足が深刻化する中で、沖縄県内の離島・過疎地域をはじめとする
市町村の行政サービスのあり方を持続可能なものにしていくため、具体的な課題の整理・対応のあり方の検討を行う。

持続可能な行政サービスのあり方に関する検討会の概要

主な検討内容

 沖縄県内市町村における行政サービスの提供
に係る具体的な課題の整理

 具体的な事務分野ごとの対応方策の検討
（事務の簡素化、水平連携・垂直補完、
民間活用、デジタル技術の活用 等）

構成団体
沖縄県、市（那覇市、石垣市、名護市、うるま市）、町村（国頭村、伊江村、読谷村、与那原町）

令和７年度のスケジュール

本検討会
 市町村における各事務の処理に関する課題に応じた
対応方策を検討し、これまでとは異なる新たな視点で
運用や制度の見直しの議論を進める

 各都道府県が、地域の状況を踏まえ、市町村の
検討を支援（国としても具体的な対応方策について
一定の選択肢を提示）

総務省研究会報告書（令和７年６月）
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市町村を取り巻く環境、取組の現状と課題等について認識を共有令和７年８月26日（火）第１回
行政分野ごとの事務執行上の課題と対応について議論（国保・土木）令和７年12月23日（火）第２回
中間取りまとめ令和８年３月27日（金）第３回


